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序     文 
 

日本国政府は、フィリピン共和国政府からの要請に基づき、2013年11月8日に台風30号（現地名：

Yolanda）の影響によりパナイ島エスタンシアの海岸で発生した発電バージ船油流出事故に対し、

同年12月3日に国際緊急援助を実施する旨決定しました。 

これを受けて国際協力機構は同年12月4日から12月13日まで、海上保安庁総務部国際・危機管理

官付課長補佐である馬渕巌氏を代表とした国際緊急援助隊専門家チーム5名を派遣しました。同援

助隊はフィリピン沿岸警備隊と協力しつつ、事故現場及び周辺海域の汚染状況を調査し、先方に

対して指導及び助言を行い、現地での流出油の拡散防止措置を的確に実施しました。 

今回国際緊急援助隊の中核として活躍した海上保安庁第三管区所属の機動防除隊は、日本海域

における油流出事故対応等を任務とし、過去2006年に発生したフィリピン共和国ギマラス島沖に

おける重油流出事故に対する国際緊急援助隊派遣にも参加しており、その経験を生かした適切な

指導及び助言は先方から高い評価を受けました。 

本報告書が、今後わが国が同様の国際緊急援助活動を行ううえでの参考になることを期待する

と同時に、今回の国際緊急援助活動にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し

上げます。 

 

平成25年12月 

 

独立行政法人国際協力機構 

理事 市川 雅一 
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第１章 災害の概要・派遣の経緯 
 

１．災害の概要 

2013年11月8日未明にフィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）に接近・上陸した台風

30号（現地名：Yolanda）による暴風雨と高潮の影響により、同日午後1時ごろ、同国パナイ島エス

タンシア沖の桟橋が破壊され、係留されていた発電バージ船103号（Power Barge 103：PB103）が

係留地から西へおよそ250mのBotongon地区の海岸に座礁した。この事故により、PB103の船底及び

搭載されていた燃料タンクに損傷が生じ、海面へ重油が流出し始めた。 

PB103は全長65mの船内に7つの燃料タンク等を有する搭載燃料 大1,400kℓの発電バージ船で、

フィリピン電力公社（National Power Corporation：NAPCOR）が所有し、フィリピン電力部門資産・

負債管理公社（Power Sector Assets and Liabilities Management Corporation：PSALM）の運営の下、

1999年よりパナイ島の一部の電力需要を賄っていた。 

事故発生時、現地にはフィリピン沿岸警備隊（Philippine Coast Guard：PCG）西部ビサヤ管区本

部エスタンシア分室があり職員が滞在していたが、台風被害による分室の倒壊、通信の遮断及び

現地までの道路の寸断等により、イロイロ市にある同管区本部に事象の発生が知らされたのは、

11月9日の真夜中となった。11月10日には、PCGとPB103の関係者で構成する油流出対策チームが

結成され、現地住民の協力も得て、流出油の回収及び油が漂着した海岸の清掃が開始された〔清

掃活動については作業員の健康管理の観点で保健省から中断の指示があったため国際緊急援助隊

（Japan Disaster Relief：JDR）派遣時点では実施されていなかった〕。 

その後、2013年11月20日には、PSALMが民間企業（Kuan Yu Global Technologies, Incorporated：

KYGTI）と油流出事故対策に係る業務委託契約を締結し、PB103のタンク内に残っている油の抜き

取り、PB103の離礁、PB103の代替ドックへの移動、流出油の囲い込み・海岸清掃、及び瓦礫の回

収・廃棄の各作業を開始した。 

しかしながら、清掃作業の中断及び不適切な防除対策等の影響により、JDR派遣時（事故発生か

ら4週間が経過）もなお事故直後に流出した油が依然として残存し、沖合への流出油の拡散も続い

ている状態にあった。また、事故現場から半径150m、油が漂着した海岸から100mの地域に居住す

る住民に対しては避難勧告が発せられており、12月10日現在で2,000名弱の住民が避難民キャンプ

で生活を余儀なくされていた。 

 

２．派遣の経緯 

本事故に関し、2013年12月2日、フィリピン政府は、在フィリピン日本大使館を通じ日本政府に

対し専門家派遣を要請した。これを受け、日本政府は、12月3日に現地での油防除活動を目的とし

たJDRの派遣を決定し、12月4日より、海上保安庁（Japan Coast Guard：JCG）職員4名及びJICA職

員1名の計5名からなる専門家チームの派遣を開始した。 
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第２章 活 動 概 要 
 

１．任 務 

フィリピンパナイ島エスタンシアで発生したPB103の座礁に伴う油流出事故の被害状況調査、油

防除作業・回収作業の調査、油の特性の検査、現地実施体制の確認等を行い、今回の事故対応に

ついて、主にPCGに対し専門的見地から技術的助言・指導等を行う。 

 

２．派遣地 

フィリピン マニラ市、イロイロ市、エスタンシア市 

 

３．派遣期間・派遣日程 

2013年12月4～13日まで（10日間） 

 日付 活動概要 宿泊地 

1 12月4日 水 1800 成田発 → 2230 マニラ着 マニラ 

2 12月5日 木 0900 JICAフィリピン事務所表敬訪問・関係者協議 

1030 PCG関係者協議 

（1100 PCG副長官表敬訪問） 

（1500 PCG長官表敬訪問） 

1700 在フィリピン日本大使館表敬訪問 

マニラ 

3 12月6日 金 0830 マニラ発 → 0940 イロイロ着 

1120 航空機による上空調査（第1回目） 

1300 イロイロ市内店舗にて資器材調達 

1530 PCG西部ビサヤ管区本部長表敬訪問、関係者協議 

1700 イロイロ州知事表敬訪問 

1730 PCG西部ビサヤ管区本部関係者協議 

イロイロ 

4 12月7日 土 0730 航空機による上空調査（第2回目） 

1000 イロイロ発 → 1300 エスタンシア着 

1315 現地指揮所にて関係者協議・現場調査開始 

1800 エスタンシア発 → 2030 イロイロ着 

イロイロ 

5 12月8日 日 0700 イロイロ発 → 1000 エスタンシア着 

1015 現地指揮所にて関係者協議・現場調査開始 

（1100 油防除資器材簡易試験） 

（1300 オイルフェンス展張指導） 

〔1300 ボートによる海上浮流油調査（第1回目）〕 

1700 エスタンシア発 → 1930 イロイロ着 

イロイロ 

6 12月9日 月 0700 イロイロ発 → 1000 エスタンシア着 

1015 現地指揮所にて関係者協議・現場調査開始 

（1100 オイルフェンス展張指導） 

（1100 避難民キャンプ訪問、油漂着海岸線調査） 

〔1100 ボートによる海上浮流油調査 （第2回目）〕 

（1300 事故当時の状況に係る聞き取り調査） 

〔1400 ボートによる海上浮流油調査（第3回目）〕 

1600 現地指揮所にて活動報告・今後の方針検討 

1630 エスタンシア発 → 1900 イロイロ着 

イロイロ 
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7 12月10日 火 1020 イロイロ発 → 1125 マニラ着 

1300 資料整理・ワークショップ準備 

マニラ 

8 12月11日 水 1000 PCG長官へ現地状況報告 

1130 資料整理・ワークショップ準備 

マニラ 

9 12月12日 木 0930 PCG及び関係者向け油防除活動結果に関する 

ワークショップ開催 

1300 報告書準備 

マニラ 

10 12月13日 金 1000 PCG副長官へ英文報告書提出 

1430 マニラ発 → 2000 成田着 

 

 

４．隊員構成 

馬渕 巌 代表 JCG 総務部 国際・危機管理官付 課長補佐 

倉田 主税 
油防除活動評価 

及び助言・指導 
JCG 警備救難部 環境防災課 国際係長 

田中 壱治 
油防除活動評価 

及び助言・指導 

JCG 第三管区 海上保安本部 

横浜機動防除基地 主任防除措置官/第四機動防除隊長 

加治屋 文隆 
油防除活動評価 

及び助言・指導 

JCG 第三管区 海上保安本部 

横浜機動防除基地 防除措置官/第四機動防除隊長 

福田 秀正 業務調整 JICA 企画部 業務監理・調整課 調査役 

 

５．携行機材等 

機動防除隊の携行機材は以下のとおり。 

油汚染対応個人防護装備（汚染防止服、靴カバー、手袋、マスク、ゴーグル等）、北川式ガス採

取器（ベンゼン検知管等）、油防除資器材マッチングテストキット、防毒マスク（有機ガス吸収缶）、

個人装備品（ヘルメット、ライフジャケット、各種ライト、ナイフ、安全帯等）、デジタルカメラ、

文具 
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第３章 活 動 結 果 
 

１．国際緊急援助隊（JDR）派遣前までのフィリピン沿岸警備隊（PCG）による活動概要 

（1）油流出事故に対するフィリピン沿岸警備隊（PCG）の出動態勢 

1）政策的根拠 

フィリピン政府は、船舶による海洋汚染防止に関する国際約の規定に従って「油排出に関

する国家緊急時計画（大統領令）」を制定している。また、他の関係法令とも合わせて、排

出油防除、海洋環境保護、国家緊急時計画（National Oil Spill Contingency Plan）の管理に関

する責務をPCGが担うこととなっている。 

2）油排出量による対応の区分（単位：kℓ） 

国家緊急時計画の規定により、以下の3つの対応区分を設定している。 

- Tier 1（10kℓ以下） ：原因者による対応レベル（PCGの監督下） 

- Tier 2（10kℓ～1,000kℓ） ：原因者及びPCG管区本部による対応レベル 

- Tier 3（1,000kℓ以上） ：原因者及び国家的な対応／国際的な支援要請による対応レベル 

今回の事故は、PB103の燃料タンクの計測結果から、排出量は、約850kℓと見積もられたた

め、Tier 2（10kℓ～1,000kℓ）：原因者及びPCG管区本部による対応レベルとして、現場を管轄

する西部ビサヤ管区本部、バージ所有者（原因者、NAPCOR）、原因者が船体救助と油防除

を委託契約したKYGTIの3者が対応にあたった。 

3）油防除資器材の配備 

国家緊急時計画及び関係法令に基づき、製油所、油取り扱い施設、タンカー等は、Tier-1

に対応する油回収装置、油処理剤、油吸着材等の油防除資器材の備え付けと緊急時計画の作

成が義務づけられている。 

4）PCGの対応勢力 

a. 人的勢力 

本庁には海洋環境保全司令部（Marine Environment Protection Command：MEPCOM）とそ

の実働部隊が、そして各管区本部（全12管区のうちの8管区）には油防除対応部隊（MEPGrus）

という実働部隊が配置されている。 

b. 物的勢力 

日本政府の支援によるOSPAR計画1等により、国内5カ所（マニラ、ダバオ、パラワン、イ

ロイロ、バタンガス）に国際油汚染対応センター（資材基地）が設立され、PCGが大型充気

式オイルフェンス、油回収機、油処理剤散布機、仮設貯蔵タンク、油処理剤、油吸着材等

の油防除資器材を管理・運用している。事故発生直後、イロイロにあるPCG西部ビサヤ管区

本部より、これら資器材が現場まで運ばれた。現地で確認できた防除資器材等は次のとお

りである（民間対応分を含む）。 

                                                        
1 OSPAR計画（Co-Operative Project on Oil Spill Preparedness and Response in Asia）：アセアン海域における大規模な油流出事故へ

の準備及び対応に関する国際協力計画で日本政府が1990年度から実施している政府レベルの海外技術援助事業。マラッカ・シ

ンガポール海峡を中心とするアセアン海域で、油タンカーなどの事故によって大量の油が流出した場合に、アセアン諸国が協

力して防除にあたるための国際協力体制を構築することを目的として、国土交通省（元・運輸省）の主導で推進し、日本財団

及び日本船主協会の財政支援を受け、フィリピン、インドネシア、マレーシア、タイ、シンガポール、ブルネイを対象に流出

油防除資器材の増強や情報ネットワークシステムの構築が図られた。 

〔日本船主協会HP（http://www.jsanet.or.jp/environメートルent/text/environメートルent3b/03_01.htメートルl）を一部編集〕 
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（2）事故発生直後のフィリピン沿岸警備隊（PCG）の対応 

援助隊は、まずはPCGからの情報収集にとりかかった。マニラ到着の翌日となる12月5日（木）

にPCG本庁において行われたCG9（第9課：JCGの環境防災課に相当）の担当官との面談では、

収集できた情報は派遣要請書や報道等を参考に日本で得た事故概要とほぼ同一の内容にとど

まり、事故現場の具体的な状況や関係者の対応状況については発言者により内容も異なるなど

不明な点が多かった。続く12月6日（金）にはイロイロ市に所在するPCG西部ビサヤ管区本部の

司令官であるエバネス本部長とその職員と面談した。現地写真を用いながら対応状況について

説明があり本庁よりも具体的な内容であったものの、いずれも口頭説明のみであり、根拠とな

る書類や資料の提示はなく、すべて現地（エスタンシア）に保管されているが、通信事情がい

まだ劣悪であることからデータの共有は受けていないということであった。さらに続く12月7

日（土）には現地入りしエスタンシアの現地指揮所において、現場指揮官（On Scene 

Commander：OSC、PCG西部ビサヤ管区本部の士官）らと面談した。事故当時の状況と現在の

対応状況について説明を受け、事故対応に関する書類等として、手書きの「日報メモ」「本日

の作業計画」が提示された。OSCによれば、これらの書類を基に管区本部長へ口頭で報告して

いるが、上部機関や現場作業員へ積極的な周知はしていないとのことであった。これらの聞き
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取りから知り得た情報を総合すると、事故後PCGがとった対応は次のとおりである。 

1）2013年11月8日（金） 

- 午前10時ごろより、風波が強まり視界不良となる。 

- 午前11時ごろに大時化の波間に浮流油の存在を認めたが、この時点でPB103の座礁は視

界不良のため確認できず、猛烈な風雨によりPCGエスタンシア分室（木造の事務所）が

倒壊の危険にさらされたため、フィリピン港湾庁（Philippine Ports Authority：PPA）の事

務所建物の2階に避難を余儀なくされる。なお、PPA事務所は周辺地域で唯一のコンクリ

ートの堅牢な建物であったため、付近住民約70名も避難した。視界は引き続き不良であ

ったが、PCG職員によれば波高は低くとも13mに達し、PPA事務所の1階部分は膝下まで

海面が押し寄せ、波が天井を叩いていたとのこと。 

- 午前10時30分ごろから午後1時前までの間に、PB103は係留地から離れて漂流を始めたと

考えられ、午後1時すぎには係留地から西へおよそ250m離れたエスタンシア港近くの海

岸に座礁したものと推測される。 

2）2013年11月9日（土）・10日（日） 

PCGエスタンシア分室の職員が、当該事故についてPCG西部ビサヤ管区本部（イロイロ市）

へ報告するため、天候の回復を待って午後5時に現地を離れた。午後12時（12月10日午前零

時）に本部に到着し、事故を知った本部職員らは未明のうちにイロイロ市を出発、防除資器

材をエスタンシアへ搬送した。また、並行して、事故現場では初動対応として、PB103乗組

員らが保有するオイルフェンス（100m）をPB103船体の周囲に設置した。 

3）2013年11月11日（月） 

PCG及びNAPCORが第1次オイルフェンスの外周に第2次オイルフェンスを設置。 

4）2013年11月13日（水） 

PCG及びNAPCORが第3次オイルフェンスを設置。 

5）2013年11月20日（水） 

NAPCOR（原因者）が油防除と船体救助の委託について請負業者（KYGTI）と契約締結。 

6）2013年12月7日（土） 

JDRが上空調査後、現地エスタンシアに到着。PCGは、本庁MEPCOMと西部ビサヤ管区本

部から職員約40名と油防除資器材を動員し、現地での油回収をはじめとする防除活動につい

て請負業者（KYGTI）への監督指導を実施。KYGTIは、契約締結後、防除作業に周辺地域住

民ら約50名を作業員として雇用し動員。同日からPB103の残油抜き取り作業を開始。なお、

PCG本庁等での協議中には同社とPCGの連携の難しさがたびたび指摘されたが、現地の活動

状況を見る限り、両者の関係が特に悪いという印象は受けなかった。 
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PCG西部ビサヤ管区本部から現場へ防除資器材を運んだトラック（左）と同管

区本部との協議の様子（右） 

PCGが撮影した事故直後の現場の様子 
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（3）油流出事故時の原因者による一般的な対応事項と今次の事故対応状況 

1）フィリピン政府においてもわが国同様、油流出事故については原因者責任の原則をとって

いる。油流出事故への対処として一般に行うべき措置と、それに対応する今回の事故対応状

況について整理すると、次のとおりとなる。 

 

表３－１ 油流出事故対応の一般的措置事項と今回の事故原因者の対応状況 

 

 

 

 

 

 

 

 原因者が対応すべき事項一般 今回の事故の原因者（NAPCOR）の

対応 

①応急措置 流出箇所（損傷箇所）の閉鎖 船底損傷のため不可 

船体周辺にオイルフェンスを設

置 

11月9日以降に順次実施 

損傷したタンクから他のタンク

へ油を移送 

12月7日から開始 

②防除措置 所管官庁の監督下で油防除作業

を実施、または、油防除作業を専

門業者へ委託契約を締結 

11月20日にKYGTIと契約締結 

船体救助を専門業者へ委託契約

を締結 

11月20日にKYGTIと契約締結 

 

2）今回の事故においては、事故原因者のほか、関係機関の相関は次のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
対応体制；Ｔ２（原因者対応） 

 

指示・支援・報告 

契約／契約内容は不透明

【原因者】 

発電会社：PSALM 

PB103 所有者：NAPCOR 

※国営会社から民営会社へ移管手続き中 

WHO, UNEP, 

※調査レポートの提出 

イロイロ（地方自治体） 

【油防除作業実施者】 

KYGTI（民間企業） 

※原因者との契約により以下の作業を実施

●サルベージ作業 

●油防除作業 

●海岸清掃 

環境局 

※人的現場作業の中止に

ついて指導 

保健局 

※ベンゼン濃度の危険性 

について勧告 

【PCG】 

本部＠マニラ 

PCG 西部ビサヤ管区本部 

＠イロイロ 

PCG エスタンシア 

ステーション 

 

エスタンシア周辺住民 

MEPCOM 

住民避難・保護 

事故対応 

指導 

現場作業 

指導 契約 

↓ 

作業中断 

報告書共有 

指示・支援・報告 

油流出事故発生
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（4）油防除作業の一般的な手順と今回の事故における対応 

油防除作業の一般的な手順は図３－１のとおりとなるが、今回の事故に対する現地での防除

対応は「油処理剤による分散」以外はすべて措置されている状況であり、実施され、あるいは

実地中の措置は、後述の指導助言を実施した点を除いて、おおむね妥当な対処がなされていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 一般的な油防除措置の手順 

 

２．上空調査 

エスタンシア周辺の事故船舶からの流出油の状況について、その範囲及び質を目視により確認

することを目的に、フィリピンパナイ島イロイロ空港からPCG所属固定翼機（アイランダー型固定

翼機）に塔上して上空調査を実施した。 

（1）調査実施日 

第1回目：2013年12月6日（金）午前11時15分～午後0時20分まで 

第2回目：2013年12月7日（土）午前7時35分～9時25分まで 

 

（2）調査実施者（日本側関係者のみ記載、PCGからは操縦士を含む3名が同乗） 

第1回目：馬渕巌、田中壱治、加治屋文隆 

第2回目：馬渕巌、田中壱治、加治屋文隆、福田秀正、小山勇治（フィリピン海上法執行実

務能力強化プロジェクト専門家） 

 

拡散防止 オイルフェンスを展張して拡散を抑制

分  散 

回収機等による回収 機械的回収 

物理的回収 

その他の回収 

回  収 吸着材、ネット等による回収 

バキューム車、ひしゃく等による回収

化学的分散処理 

その他の分散処理 

一時貯油 

運搬 

最終処分 

油処理剤による分散 

船舶の航走による分散 

※水深が浅い場合は不可

監視/評価 
船艇による海上の監視

航空機による上空からの監視
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（3）調査範囲 

PCG航空機搭載のGPS機器による次の点に囲まれた領域 

1）北緯11度21.206分 東経123度07.897分 

2）北緯11度24.151分 東経123度08.813分（浮流油視認地点） 

3）北緯11度23.734分 東経123度08.416分（浮流油視認地点） 

4）北緯11度20.557分 東経123度07.693分 

5）北緯11度20.607分 東経123度10.289分 

6）北緯11度30.190分 東経123度10.798分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）調査結果 

1）第1回目調査〔12月6日（金）〕 

事故現場に向かうも、事故現場付近上空が視界不良のため上空調査を中止した（事故現場

北方の沿岸部には漂着油が断続的に認められた）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

搭乗したPCG所属固定翼機 搭乗前の調査方法・経路の確認 

エスタンシア市街の被害状況 第1回目調査時の事故現場上空の様子 
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2）第2回目調査〔12月7日（土）〕 

a. 沿岸部の漂着油の状況 

事故現場の南北の沿岸部に断続的に漂着油を認めた。 

b. 事故現場沖合海域の浮流油の状況 

事故現場から同現場南方（「Tanza」の沖合海域）にかけて、油膜の色が黒ずんで見える状

態（油膜色調A）から油膜の色が銀白色に続いて明るい虹色の色帯に見える状態（油膜色調D）

の数筋の帯状油膜を認めた（色調の区分については後述）。その他の沖合海域には顕著な浮

流油を認めず。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
エスタンシア港の沖合の浮流油の状況 

PB103の座礁状況 PB103とエスタンシア港 
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（5）考 察 

上空調査によって派遣隊が考察した指導助言すべき事項は次のとおり。 

1）油防除対策を講じているにもかかわらず海上に複数の帯状の浮流油が認められたことから、

オイルフェンスの設置等流出油の拡散防止対策が不十分であると考えられるところ、更なる

海洋汚染を防止するために事故現場周辺に隙間なくオイルフェンスを展張する等、拡散防止

の徹底について現場指導が必要。 

2）事故現場の様子、流出油の浮流範囲、油が漂着した海岸の広がり等は常に変化があり、情

報を常に更新する必要があることから、定期的に上空調査を実施し、状況をモニタリングす

ることの重要性について指導助言が必要。 

3）上空調査の結果は、海上での流出油の回収活動及び海岸に付着した油の清掃活動にとって

有益であることから、組織内で情報を即座に共有するとともに、海上調査時に並行して上空

調査を行い、無線等を通じて流出油が認められる海域まで船舶を誘導することが効果的であ

ることから、こうした対応について指導助言が必要。 

 

３．海上調査 

事故船舶からの流出油の状況について、上空調査の結果を基に流出海域を確認するとともに、

海岸への漂着前に海上から取り得る対策を図ることを目的に、事故現場近くに係留されている漁

業水産資源庁（Bureau of Fisheries and Aquatic Resources：BFAR）所有の全長30mの監視艇（省庁間

合意によりPCGが運航している）及び同監視艇搭載のゴムボートを使用し、次のとおり海上調査を

実施した。 

（1）調査実施日 

第1回目：2013年12月8日（日）午後1時00分～午後2時30分 

第2回目：2013年12月9日（月）午前11時00分～午後0時30分 

第3回目：2013年12月9日（月）午後2時00分～3時30分 

沖合への油の流出状況 

（黄色の着色部分。隊員によるマッピング）

エスタンシア事故現場 

海岸に漂着した油の状況 

（海岸線が油で黒く見えている）
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（2）調査実施者（日本側関係者のみ記載、PCGからは常に複数名が同乗） 

第1回目：倉田主税、小山勇治〔PCG派遣中のJICA長期専門家（PCG海上法執行実務能力向

上プロジェクト）〕 

第2回目：小山勇治 

第3回目：小山勇治、福田秀正 

 

（3）調査範囲 

上空調査の結果、油が流出していることを目視で確認した海域のうち、事故現場から東方及

び東南方の沖合の海域（次図のとおり）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）調査結果 

1）第1回目調査〔12月8日（日）〕 

BFAR船に乗り、南側の海域に向かうも、海上から流出油は確認できなかった。 

2）第2回目調査〔12月9日（月）〕午前 

BFAR監視艇搭載のゴムボートにより東南側の海域に向かい、帯状に浮流する流出油の存

在を確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海上調査の実施範囲（点線円内） 

第2回目調査の実施範囲（赤線部分）及び浮流油確認箇所（赤線と黄線が重複する部分） 
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3）第3回目調査〔12月9日（月）〕午後 

BFAR船搭載のゴムボートに乗り午前中と同じ東南側の海域にて帯状に浮流する流出油の

存在を確認した。また、PCG職員とともに浮流油の質を目視し、油膜色調Dの浮流油に対し

航走拡散による油分と海水の撹拌を実演するとともに、油膜色調Aの浮流油に対しては後日

の吸着材もしくは容器による回収を指導した。 

（参考）油膜色調の区分は、一般財団法人海上災害防止センター（日本）が発行している「油

汚染評価マニュアル」により、次のとおり。 

A（油膜厚 0.002mm） ：油膜の色が黒ずんで見える状態 

B（油膜厚 0.001mm） ：油膜が鈍褐（茶）色に見える状態 

C（油膜厚 0.0003mm） ：水面に明るい褐色の帯がはっきり見える状態、油膜 

面は虹色に輝いている 

D（油膜厚 0.00015mm） ：水面にほんの少し褐色に色づいて見える状態 

E（油膜厚 0.0001mm） ：水面が銀色にキラキラ光って見える状態 

E以下（油膜厚 0.00005mm）：光線の条件が最も良ときにかろうじてキラキラ光る油膜が見

える状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第3回目調査の実施範囲（赤線部分）及び浮流油対策実演海域（白線部分） 



 

－15－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）考 察 

海上調査によって派遣隊が考察した指導助言すべき事項は次のとおり。 

1）海上に流出した浮流油は風や潮流の影響により刻一刻とその位置を変えており、第1回目

の調査では何も発見できなかったのはそのためと考えられる。また、眼高の低い海上からで

はそもそも浮流油を発見しづらいという特徴がある。浮流油の処理を効率的に行うためには

その位置を定期的かつ正確に把握することが重要であり、上空調査（PCGは固定翼航空機、

ヘリコプターを所有）を海上での浮流油処理作業と同時、あるいはその直前に実施すること

が望ましいことについて指導助言が必要。 

2）航走拡散や物理的回収を迅速に進めるためには、複数台の船舶の確保が必要であるため、

ゴムボートに比べて搭載エンジンが大きい周辺海域の漁船等に支援を依頼し、網羅的に対策

を図ること（※）が効果的であることについて指導助言が必要。 

※ 指導後の12月10日、PCGからKYGTIが漁船を複数隻チャーターし、航走拡散を実施してい

るとの報告があった。 

 

４．油防除資器材簡易試験 

PB103から漏洩して浮流する現在の油性混合物（浮流油）に対し、これを回収するために最も有

効な防除資器材を確認して、使用する資器材選定の一助とすることを目的とし、油防除資器材の

簡易試験を実施した。なお、浮流油は時間の経過とともにその状態を変化（経時変化）させるこ

ゴムボートにて航走拡散を実施中 海上浮流油への対処法について指導中の様子

物理的な回収が必要な浮流油の様子（色調A）ひしゃくによる物理的油回収の例（イメージ）
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とを念頭に、現在の対応が長期化した場合、再度同様のテストを実施して資器材の有効性を確認

し、浮流油の状態に応じた適切な資器材の選定が重要であることについて指導した。 

（1）試験実施日 

2013年12月8日及び同月9日 

 

（2）試験実施者 

田中壱治、加治屋文隆 

 

（3）試験試料 

現場の浮流油を直接採取して、本テストの試料とした。 

※PB103に搭載していた発電用燃料油は、性状表（動粘度；210cSt）から日本のJIS規格によ

るC重油相当の重油であることが判明した。 

 

（4）使用資器材 

採取した試料に対し、有効性を確認する油防除資器材は以下の４種とした。 

A：現地指揮所に保有する油吸着材 

B：日本の法律により型式承認を受けた油吸着材〔機動防除隊（National Strike Team：NST）

携行品）〕 

C：高粘度用油捕獲材（NST携行品） 

D：PCGの要望により稲わらにて応急的に作成した簡易捕獲材 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）試験手法 

1）各吸着材（上記A及びB）の有効性については、試料上に各片を乗せ、1分間放置して、吸

着材内部への浸透性によりその有効性を判断した。 

2）各捕獲材（上記C及びD）の有効性については、試料に対し各片を数回浸け、捕獲材への捕

獲力よりその有効性を判断した。 

 

A

B

C D 

使用資器材 試験試料採取 
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（6）試験結果 

1）Aについては表面への付着により一様の有効性が確認されたが、１分間のテストでは十分

な内部浸透量が少ない結果となった。 

2）Bについては、表面から内部への浸透が十分に認められ有効性が確認された。 

3）Cについては、表面への多くの付着及び有効な捕獲性が確認された。 

4）Dについては、表面への付着が確認されたが、油面より引き上げると滴下して、有効な捕

獲性は認められない結果であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験準備及び試験方法の説明の様子 

資器材Aの試験の様子 資器材Dの試験の様子 
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（7）考 察 

油防除資器材（上記A～D）の有効性を確認した結果、現在の浮流油の状態では資器材Bがそ

の付着及び浸透性から最も効果的であると判断され、次いで資器材A及びCでの付着による回収

も効果が高かった。資器材D（稲わら）については有効な捕獲性はない結果となったが、一方

で表面への付着は認められることから、浮流油を絡め、回収作業を容易にする目的では一定の

有効性があるものと考えられる。資器材Dの使用については浮流油の拡散防止措置がなされた

状況下での使用を限定し、束ねるまたは網等の中に収納して使用する等の応用的な方法につい

て、創意工夫が必要である点を指導助言する必要がある。 

なお、油防除資器材の使用にあっては、その有効性を確認し最も回収効率の良い資器材を選

定して、浮流油とともに使用したすべての資器材を回収する必要がある。この作業を迅速かつ

安全に実施するためには、現場に即した適切な使用方法を検討する必要があることから、本派

遣において現地指揮所に保有する油回収資器材の使用方法について、現場で早急に対策が可能

なアレンジを中心に、マット型吸着材の連結やロール型吸着材の活用方法等について指導助言

する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有資器材のアレンジ方法について指導中の様子 

ロール型吸着材の活用法の指導の様子 
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５．海岸調査 

事故現場周辺の海岸について次のとおり調査を実施した。 

（1）実施日 

2013年12月9日（月）午後0時00分～1時00分 

 

（2）調査実施者（日本側関係者のみ記載、ほかにPCG職員が1名同行） 

倉田主税、福田秀正 

 

（3）調査範囲 

事故現場から北側に広がるエスタンシア市街地の沿岸部 

 

（4）調査結果 

1）漁港（北側） 

事故現場の北方約1,200mに位置する漁港のうち北側の領域においては、海面に浮流する油、

陸岸に漂着した油及び油の臭いはいずれも認められなかった。同行したPCG職員を介して付

近にいた漁民へ「事故に伴い流出した油の有無」について質問したところ、「流出した油は

ここには到達しなかった」とのことであった。 

なお、石積みの護岸は、広範囲で崩壊しており、台風に伴う高波と高潮による被害と見受

けられ、また、陸岸には大量のゴミが漂着していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漂着したゴミ↓

崩壊した護岸↑

漂着したゴミ↓ 

漂着したゴミ↓ 

× 

エスタンシア市街↓ 

漁港 → 

バージ乗揚げ位置 
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2）漁港（南側） 

油流出現場の北方約800mに位置する漁港のうち南側の領域においても同様に、海面に浮流

する油、陸岸に漂着した油及び油の臭いはいずれも認められなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3）現場北側の入り江 

事故現場の北方約500mに位置する灯台から南方に広がる入り江において、陸岸に漂着した

黒い油と油の臭いを認めた。陸岸上の岩石に付着した油は、一部で乾燥した状態を呈してお

り、一方で、ムース化（乳化）した油は全く認められなかった。また、付近の海上に浮流す

る油を認めないことから、流出事故当日に北側へ漂流した油が漂着したものと推定される。 

この入り江から南方の事故現場にかけて、油の漂着が認められるが、崩壊した家屋の瓦礫

等により徒歩による調査が困難となったため、本地点で調査を打ち切った。 

 

↓PB103 

×

エスタンシア市街↓

漁港 →

バージ乗揚げ位置
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６．避難民キャンプでの聞き取り調査 

（1）実施日 

2013年12月9日（月）午前11時00分～午後0時00分 

 

（2）調査実施者（日本側関係者のみ記載、ほかにPCG職員が1名同行） 

倉田主税、福田秀正 

 

（3）調査範囲 

事故現場から北西へ徒歩15分程度のNorthern Iloilo Polytechnic State Collegeに設置された避難

民キャンプ 

 

（4）調査結果 

1）概 況 

油流出被害発生直後より、事故現場から半径150m以内及び油が漂着した海岸から100m以

内に居住する住民が避難。校舎内のほか、カナダ政府及び韓国国際協力団（KOICA）の支援

によるテント約110張が校庭に張られ、1つの教室内に3～8家族、テント内に2～3家族が暮ら

しており、ほかに、簡易トイレ、診療所（州保健局及び国境なき医師団がテントで運営）、

物資配給所、警察官の詰所等の所在を確認した。 

エスタンシア市街↓ 

灯台→

↓PB103 

バージ乗揚げ位置 
× 

漁港 → 
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2）収容人数 

調査実施日時点で、486家族、1,957名が居住（うち、20歳以下が約半数）。全員が油流出事

故を受けて避難しているが、地域によって台風そのものによる住宅の損害の程度に差異があ

り、自宅と避難民キャンプを往復して生活している住民もいれば、自宅が全壊して避難民キ

ャンプを離れられない住民もいる状況であった。 

3）避難民の生活の様子 

被災から1カ月が経ち、避難民キャンプでの生活にも慣れているためか、特に大きな混乱

は見られず落ち着いた様子であった。物資は、主食類が不足気味だが、国内外の援助機関か

ら定期的に物資の供給があるため、その都度避難民へ配給を行っているとのこと。ただし、

避難解除の条件が定まっていないため、帰宅時期の見通しが立っておらず、避難民からは先

行きへの不安に対する意見も多く聞かれた。 

診療所の医師、看護師によると、油流出に起因する特定の疾患は見られないが、事故発生

当初は、本キャンプに避難していた住民の一部が事故現場での初期の流出油回収活動（調査

時は保健省等の指示により中断）に従事しており、時折目や耳の痛み、頭痛、咳等を訴えて

いたとのことであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

校舎内の生活の様子 

上空から見た避難民キャンプ 校庭に並ぶテント 

避難民キャンプ入口付近の看板 
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第４章 提言（指導助言事項） 
 

フィリピン政府からの要請は、現地における油防除に関する評価であったことから、PCG本庁（マ

ニラ）、本油流出事故の対応にあたるPCG西部ビサヤ管区本部（イロイロ）においてブリーフィン

グ後、現場のエスタンシアに赴いて、PCGと原因者（NAPCOR）から油防除委託を受けた請負業

者が実施する油防除について評価を行うとともに、より効率的な改善策等について指導助言を適

宜行った。 

なお、現場調査開始前にPCG本庁と同PCG西部ビサヤ管区本部にてブリーフィングを受けた際に

は、彼らはいずれも事故概要のみしか情報を有しておらず、具体的な対応状況等を把握していな

いばかりか現場対応を不安視する意見もあったなかで、他方、現場での油防除活動は、熱帯特有

の極暑の環境下にあっても、国家緊急時計画に基づき、PCGがとるべき必要な防除措置や監督指導

についてはおおむね適切に実行されていたといえる。現地では事故発生から約1カ月経過したこと

もあって、たんたんと作業が進められていた。 

こうした状況を踏まえ、JDRとしては、中央機関（本庁）、出先機関（管区本部）及び現場の3

者間で、情報伝達や安全管理などの組織的な業務管理が適切に実施されていない現状が垣間見ら

れたことを重視し、本庁の対応を含めた「業務管理」についても評価・提言対象に追加すること

とした。 

 

１．事故現場における短期的な対応に係る提言（対応結果含む） 

2013年12月7日の上空調査において、PB103の周辺には浮流油拡散防止策として幾重にもオイル

フェンスの展張が確認された一方、現場から約10km沖合までの範囲に濃い浮流油の拡散が認めら

れたことから、同日午後、現地エスタンシア到着後、上空調査結果を踏まえオイルフェンス展張

状況を確認のうえ以下のとおり修正の必要な箇所について指導助言し、適切な拡散防止措置を図

った。 

（1）オイルフェンス多重展張の現状に対する指導助言と対応結果 

1）現 状 

オイルフェンスの数量不足からオイルフェンスとオイルフェンス型吸着材（アブソーブブ

ド・ブーム）を直線状に接続して拡散防止策が取られていた。 

2）課 題 

吸着剤はいったん油を吸着したのち長時間放置すると再度油が滲み出る性格をもち、この

結果幾重にも展張されているように見受けられる拡散防止策は効果をなすものではないば

かりか、汚染を拡げるおそれもある。 

3）指導事項 

a. オイルフェンスの不足分について、追加の調達を考慮すること。 

b. 現状の改善策として、拡散防止範囲を狭め、十分に囲い込める範囲で拡散防止策をとる

こと。 

c. オイルフェンス型吸着材のみを拡散防止策の資器材として使用しないこと。 

d. 1次オイルフェンスは十分な数量もなく、損傷して汚染が著しいため撤去すること。 

4）対応結果 

アドバイスbに対し、オイルフェンスの拡散防止範囲を狭め、十分に囲い込める範囲に修
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正された。改善前と改善後の様子を比べると改善後は1本のオイルフェンスで無理のない範

囲で展張されていることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改善前（左）と改善後（右）の様子 

 

アドバイスcに対し、オイルフェンス型吸着材にオイルフェンスが加えられ修正された。改

善前（左）と改善後（右）の様子を比べると改善後はオイルフェンス型吸着材に代わり、オ

イルフェンスが使用されていることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改善前（左）と改善後（右）の様子 
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アドバイスdに対し、1次オイルフェンスが撤去、陸揚げされ完全に回収された。改善前（左）

と改善後（右）の様子を比べると汚染された一次オイルフェンスが回収されたことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改善前（左）と改善後（右）の様子 

 

（2）オイルフェンス端末の現状に対する指導助言と対応結果 

1）現 状 

岸壁等と接するオイルフェンスの端末部分について適切な対応措置がとられていない。 

2）課 題 

端末部分から油が漏れ出ていることが認められ拡散防止策が効果をなしていない。 

3）指導事項 

e. 岸壁と接する部分については、折り返して隙間をなくし、更に錘を投入して岸壁と密着さ

せる。 

f. 砂浜と接する部分については、潮汐に応じた水面変動に対応できるよう、十分に陸側に引

き込み、更にオイルフェンス型吸着材を併用して洩れを防止する。 

4）対応結果 

アドバイスeに対し、オイルフェンスの先端部と岸壁の接続点にオイルフェンスを折り返

して隙間をなくすよう修正された。改善前（左）と改善後（右）の様子を比べると改善後は

オイルフェンスの先端部からの更なる油流出を防いでいることが分かる。 
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改善前（左）と改善後（右）の様子 

 

アドバイスfに対し、陸側に引き込み、吸着材を併用した修正がなされた。改善前（左）と

改善後（右）の様子を比べるとオイルフェンスの端末が十分に陸側（砂浜）へ引き込まれる

とともに、オイルフェンスの片側にオイルフェンス型吸着材が併用され、更なる油流出を防

いでいることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改善前（左）と改善後（右）の様子 

 

（3）オイルフェンス同士の接続状況に対する指導助言と対応結果 

1）現 状 

オイルフェンス同士を接続する部分に大きな隙間が空いている。 

2）課 題 

オイルフェンスの接続部分から洩れ出る浮流油が認められ、同拡散防止策は効果をなすも

のとなっていない。 

3）対応内容 

g. 異種や損傷によってオイルフェンス同士がファスナーで正規に接続できない場合、ロー

プのみでつなげるのではなく、オイルフェンス同士をおおむね5節程度重ね合わせ固縛し

て接続する。 
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4）対応結果 

アドバイスgに対し、異種のオイルフェンス同士を重ねて接続する修正がなされた。改善

前（左）と改善後（右）を比べると接続部分からの更なる油の流出を防いでいるのが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改善前（左）と改善後（右）の様子 

 

（4）オイルフェンスの展張状況・拡散防止措置の変遷 

（1）～（3）の助言を踏まえ、PCGにより適切な修正が行われた結果、短期間で図4-1～4-3

のとおり油流出の拡散防止措置について改善が図られた。なお、オイルフェンスの新規購入が

可能となった場合を想定し、PCGに対しては図4-4を理想形として指導助言した。 
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図４－１ 12月7日（土）現場到着後の現状調査時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－２ 12月8日（日）第1日目の助言・指導後 
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図４－３ 12月9日（月）第2日目の助言・指導後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－４ 理想的なオイルフェンスの展張状況 
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（5）海上からの流出油回収に対する指導助言と対応結果 

1）現 状 

オイルフェンス内の濃い油膜の箇所に油回収機2基を設置・起動し、一時貯油タンクへ回

収、11月12日（事故5日目）以降ほぼ毎日実施し、12月5日までに油水混合物173kℓを回収済

み。油回収機の使用に際して、周辺部の浮遊ゴミの影響を排除するためネットを設けるなど

の工夫がしっかりとなされており、的確に油改修機を運用していたといえる。 

2）課 題 

おおむね適切な対策がとられていたが、流出油の吸着と回収を意図して海上へ撒かれてい

た稲わら（現地で大量に手に入る吸着材としてKKYGTIが調達したもの）が、一見、油汚染

ゴミのごとく海上に放置されていた。 

3）指導事項 

油防除資器材簡易試験の結果を踏まえ、稲わらの吸着材としての機能の限界を伝えるとと

もに、適切な油吸着材の調達までの代替手段として稲わらを使用する場合は、油をからめ捕

る機能を増幅させるために、束ねたりネットに入れたりして使用するよう助言。 

4）対応結果 

隊員の助言に基づき、大量に集められた稲わら（右）を抱き枕状にまとめて海上に投入す

るよう改善が図られた（右）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

稲わら（左）と抱き枕状に工夫した稲わら製の捕獲材（右） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－５ 現地状況を踏まえた理想のオイルフェンス配置図 

油回収機設置個所
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（6）発電バージ103号（PB103）の残油抜き取りに対する指導助言と対応結果 

1）現 状 

残油抜き取り作業の段取りの検討に時間を要し、ポンプ等の必要機材の準備も整っておら

ず、JDRが現地入りした時点では、まだ特段の対策が図られていない。 

2）課 題 

更なる海洋汚染を防止するために、PB103の燃料タンクに残存する油を迅速かつ完全に抜

き取る必要がある。 

3）指導事項 

船体が海岸に乗り揚がっている状態であることから、今後、気象・海象が悪化した場合等、

現時点では損傷していない燃料タンクにも新たに損傷が発生する可能性がある。その場合、

更に大量の重油が海上に流出することとなり、海洋汚染や海岸汚染の拡大につながるおそれ

がある。このため、損傷していない燃料タンクを含め、PB103の全燃料タンクから残存油を

迅速かつ完全に抜き取る必要があることを指導した。 

4）対応結果 

12月7日にPB103の燃料タンクに残っている油の抜き取り作業を開始、PCGとKKYGTI 保

有のポンプとホースを結集し、指導内容に沿って作業をした結果、12月7日中に約60kℓの残

存油を回収。その後、同様の作業が続けられている。 

 

ディスク式油回収機(性能10kℓ/h) 

一時貯油タンク(容量10kℓ) 一時貯油タンク(容量10kℓ) 

ディスク式油回収機(性能20kℓ/h) 

移
送

↓動力装置 

移
送

油回収機を用いた作業の様子 
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（7）油汚染ゴミ・瓦礫等の回収方法に対する指導助言と対応結果 

1）現 状 

KYGTIが手配した作業員（現地住民）約50名により、油汚染ゴミの回収と作業船（LCM 

BARGE DIVINE GLORY Ⅱ）への積み込み作業を実施している（油の回収作業は行っていな

い）。11月12日（事故5日目）に開始され、ほぼ毎日作業が続けられており、12月5日時点で

約60tの汚染ゴミが回収された。 

2）課 題 

回収した油汚染ゴミを桟橋に一時的に集めたうえで作業船へ積み込んでいるが、桟橋に直

接油汚染ゴミが置かれているため、桟橋上に油が漏れ、二次汚染を引き起こしている。 

作業台船 タンカー

② バラストタンクからタンカーへ移送

バージの上甲板 

① 各タンクからバラストタンクへ移送

PB103燃料タンクからの残存油の抜き取り作業状況 

図４－６ PB103燃料タンクの配置図（援助隊：倉田作成） 
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3）指導事項 

油が漏れることを防ぐために細かなゴミは土のう袋に必ず入れるよう指示するとともに、

一時的なゴミ置き場にビニールシートを敷き、桟橋上での二次汚染を防ぐよう指導した。 

4）対応結果 

隊員の指導に基づき、土のう袋の利用が徹底されたほか、桟橋にビニールシートが敷かれ、

二次汚染の防止策が図られた（写真参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（8）今後対応が必要な作業に対する提言 

1）上空調査及び海上調査の継続 

浮流油の処理を効率的に行うためにはその位置を定期的かつ正確に把握することが重要

であることから、今後も継続して上空調査と海上調査を行い、特に上空調査については海上

での浮流油処理作業と同時、あるいはその直前に実施するよう指導助言した。 

2）陸岸に漂着した油の除去（海岸清掃） 

海岸清掃は事故発生直後から周辺住民によって行われていたが、フィリピン政府保健省に

より、有害性ガス（ベンゼン）の検知を理由に作業中止が勧告・指示されたことにより作業

油汚染ゴミの処理方法に関する指導状況 

（左上）指導前の状況、無造作に汚染ゴミが山積みされている。 

（右上）土のう袋から滲み出ている重油 （右下）地面へのビニールシート設置作業 
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が中断されていた。JDRとしては、後述の作業者の安全管理についての指導助言事項ととも

に、勧告解除後には速やかに人手を使った海岸清掃に着手すべきことについても提言し9日

に調査を終えた。PCGから12月13日に保健省による勧告・指示が解除されたことに伴い、同

日からKYGTIが現地住民約300名を雇用し作業を再開した旨連絡があった。 

 

２．事態収拾に向けた長期的な対応に係る提言 

PCG本庁、管区本部、そして現地指揮所での関係者からの聞き取りと観察から、JDRとしては次

の点についての提言、すなわち情報伝達及び情報共有に関する事項として、中央と管区本部にお

ける指揮命令系統と、エスタンシア現地指揮所や作業現場における情報共有、油防除資器材の管

理、そして作業者の安全管理について提言を取りまとめた。 

 

（1）情報伝達及び情報共有（指揮命令系統）に対する提言 

1）課 題 

a. PCG本庁、西部ビサヤ管区本部、現場の3者間に情報伝達及び情報共有のシステム（制度

及び基盤）が存在しない。 

b. 業務記録に関する書類化のシステム（制度及び基盤）が存在しない。 

2）原 因 

a. 情報の伝達・共有、業務記録の書類化に関する内部規則がない（担当者手書きメモのみ）。 

b. Tier-2対応のため、すべての対応と責任が管区本部に一任されている（本庁への報告の必

要なし）。 

3）引き起こされる問題 

a. 油防除に関して3者間に誤認識、情報欠如等が発生。 

b. 対応に遅れが発生（政治問題化、Tier-3に格上げされて国家対応となった場合等）。 

c. 憶測や誤情報などのメディア報道に翻弄。 

4）日本（JCG）の場合（参考） 

a. 事故規模に応じて本庁、または管区本部で日報、参考資料を作成し、庁内組織で共有（長

官から現場一線の船艇乗組員まで同一の情報を共有）。 

b. 必要性に応じ、関係機関（他省庁、地方自治体等）にも送付し情報共有。 

5）提 言 

a. 業務（防除作業）記録に関する書類の書式化について、サンプルを作成のうえ、提言した。 

b. PCGの組織編制、通信設備、予算等に応じた情報の伝達/共有方法について検討するよう

提言した。 



 

－35－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－７ 現地指揮所における作業日報のサンプル 

 

（2）情報伝達及び情報共有（現地作業現場内）に対する提言 

1）課 題 

現場責任者から作業要員へ情報提供するシステム（制度及び基盤）が存在しない。 

2）原 因 

a. 情報提供に関する内部規則がない。 

b. 現場責任者が現場の対応に関し内外の関係機関との協議やメディアへの対応に追われ

多忙なため、現場作業者ら関係者への連絡は二の次となっている。 

3）引き起こされる問題点 

事故対処にあたる関係者間で共通の目標が欠如し、成果が見えないことから、モチベーシ

ョンが下がり作業効率が低下するおそれがある。 

4）提 言 

業務（防除作業）記録に関する書類の書式化、特に作業要員に対する目標と成果の見える

化について、指揮所の掲示板の改善を例として提言した。 
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現地指揮所の掲示板（左）と掲示物の改善提案（右） 

 

（3）油防除資器材の管理 

1）課 題 

現場に集積された油防除資器材が適切に管理されていない。 

2）原 因 

a. 資器材管理の書類化に関する内部規則がない（担当者作成の手書きメモのみ）。 

b. 現場指揮官が多忙で機材の管理まで目がいき届いていない。 

3）引き起こされる問題点 

a. 計画的な防除活動が実施できない。 

b. 現状の変化に応じて現場で求められる資器材を有効に選択・活用できない。 

4）提 言 

資器材管理に関する書類の書式化について、各機器の状態、能力等が不明確であった点など

を踏まえ、誰もが一瞥して分かるようサンプルを作成のうえ、提言した。 

 

  

 
地図 

地図 

地図 

本日作業（12/5）
・残油抜き取り
・・・・・・・
・海上油回収 
 ・・・・・・・

作業日報（12/4） 
PCGの対応 
・・・・・・ 
Ｋ社の対応 
・・・・・・・ 

本日の回収量 
油水混合物0000Kℓ 
合計 ００００Kℓ

油性ゴミ 000t 
合計 ００００t

作業現場のガス検
知結果 
ベンゼン 反応なし

 
 

地図 
 

その他参考資料 
 

タンク配置図 

改善

目標

成果 

安全 



 

－37－ 

表４－１ 資器材管理表のサンプル（JDR 倉田作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当者が取り急ぎ作成したリスト 
ＰＣＧ 
・固形式オイルフェンス(300m) 
・油吸着材（200kg） 
・油回収機（２基） 
・ポンプ 
・発電機（２基） 
・巡視艇１隻 
KYGTI 
・・・・・ 
NAPCOR 
・・・・・

各機器の状態、能力等が不明確！ 

状態 品目 能力 数量 備考 

使用 固形式オイルフェン

ス 

 300m 在庫なし 

保管 油吸着材  200kg  

使用 油回収機 20m3/h 1 海上回収 

故障 油回収機 10m3/h 1 海上回収 
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（4）安全管理・労働環境に対する提言 

1）課 題 

保健当局により設定された「（関係者以外の）立ち入り制限区域」は警察官により管理さ

れており、また、作業現場入り口にはゲートが設けられ、警備員による警戒・検問が行われ

ていた。他方、保健当局により有害性のガス（ベンゼン）の存在が指摘され、付近住民は避

難し、現場での人による直接的な流出油の回収作業も禁止されている状況にもかかわらず、

ガス検知等を独自に行うことなく、PCG職員を含めた関係者の作業は継続されている状態に

あった。 

2）原 因 

a. 安全管理に関する内部規則がない。 

b. 安全管理に関する意識が低い。 

3）引き起こされる問題点 

a. 作業要員に健康被害が発生する可能性がある。 

b. PCGが職員の安全管理を軽視していると認識されることにより、現場職員のモチベーショ

ンが低下するおそれがある。 

4）提 言 

JDRが有する資器材でガス検知を行い、ガス検知の手法を理解させるとともに、現場職員

の安全確保のために、PCGによるガス検知を今後、適時適切に実施し、組織として現場職員

の安全を確保する体制を確立するべきであると提言した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現場指揮所入口のゲートにある注意書き 

隊員によるガス（ベンゼン）検知の様子 
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３．今後の見通し 

（1）今後の油防除作業の見通し 

1）現場の気象・海象 

現場海域は、四方を島で囲まれ内海のように平穏な海域であり、現場付近も比較的静穏度

が高い環境下にある。これは、漁港に係留されている漁船の構造が、小型で、喫水が浅く、

海面上の船体が小さいため、凌波性が低い内海向きの船型に該当することと、何よりパワー

バージが当地に設置されたことからも裏づけられる。潮流データは入手できなかったが、観

察する限りにおいて1ノット（時速約1.8km/h）以下の緩やかな流れであった。 

よって、台風襲来等の要因がない限り、今後も順調、かつ、安全に防除作業が進捗するも

のと見込まれる。 

2）PB103からの油流出 

12月7日にPB103からの残油抜き取り作業が開始されたところ、順調に作業が完了した場合、

KYGTIにより流出源となる船底の損傷箇所が応急的に閉鎖されれば、PB103からの更なる油

流出を止めることが可能となる。その後、座礁位置から沖合側へ曳き出して、造船所まで曳

航されて修理される運びである。 

3）オイルフェンス内に溜まった油の防除 

NSTの指導助言により、オイルフェンスのすき間等が是正され、オイルフェンス内の油は

完全に抑制され、オイルフェンス外側への流出が封じ込められたため、今後、油回収機によ

る機械的回収、油吸着材等による物理的な回収によって、比較的に短期間のうちに除去され

る見込みである。 

4）沖合へ流出した油の防除 

12月7日に実施した航空機による調査を基に、12月8、9日の両日に監視艇及びその搭載艇

（ゴムボート）により浮流油の状況を調査した結果、12月9日に浮流油の発見に至った。PCG

とKYGTIに対して、今後も浮流油の状況調査を定期的に実施してその位置を正確に把握し、

濃い箇所はひしゃく等による物理的な回収、薄い箇所は航走による拡散処理を指導助言する

とともに、早期処理のために小型漁船などを追加して勢力を増強すべきである旨を助言した。

その後、同日中にKYGTIにより12月9日以降に地元漁船を手配して浮流油処理が実施される

見込みとなり早期処理に期待がもてる状況となった。 

5）陸岸に漂着した油の除去（海岸清掃） 

保健当局による作業中止勧告が解除される見通しを受けて、12月13日から300人規模の作

業員（KYGTIが現地住民を雇用）により再開される方針となった。油が漂着している区域（今

回の調査で判明した範囲としては、現場北側の海岸線のうち延長500～800m程度の比較的に

狭い範囲内において住宅が海岸線まで張り出した小石混じりの海岸線、及び現場南側の砂浜

やマングローブ地帯の沿岸部）における漂着油の除去については、大勢の人々の手により直

接に、油で汚染された瓦礫やゴミを撤去したうえで、次に海岸の岩や小石については、油処

理剤を剥離剤として活用し、現場に配備済みの高圧洗浄機で洗浄することにより、小石等に

付着した油を除去することが可能である。ただし特にマングローブ地帯等の生態系への影響

を慎重に考慮すべき場所では、同様の対応が困難であり自然浄化作用に期待することとなる。 
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6）留意点 

各作業の所要日数は、機械の稼働率、一時貯油タンクから 終処分場への搬出、人的・物

的な勢力の動員、保険金の割当額に大きく左右される。また、PCGとKYGTIによる作業工程

表（ロードマップ）も未作成のため、具体的に言及することは難しい。PCG（西部ビサヤ管

区本部）によれば、おおむね1カ月程度で完了させたいとしている。 

 

（2）漁業への影響（参考） 

漁業への影響については、本チームの活動目的の範疇外にあり、また、漁業被害の評価に関

する専門的知見は十分とはいえないものの、一般的に関心事項であるため、あくまで参考とし

て記述する。 

日本においては、漁業法に基づき、漁業者は特定の水面において特定の漁業を営む権利とし

て「漁業権」を有すると定められているが、これは、漁業法が「漁業権」を民法上の「物権」

とみなし、土地に関する規定を準用すると規定され、また、公法上の権利にも該当することか

ら、日本特有の制度とされているものである。したがって、国内において油流出事故が発生し、

流出した油が漁業権の設定された海域へ及んで、定置網、養殖いけす、磯場等の漁業施設及び

水生生物に被害が発生した場合、相応の補償が必要となる（フィリピンにこのような「漁業権」

が存在するのか否かについては承知していない）。 

12月8日にBFAR監視艇に乗船して浮流油の状況調査のため、事故現場の沖合の海域を調査し

たところ、一見して明確に判別できるような定置網や養殖いかだ等の漁業施設は見あたらず、

また、油汚染による魚の死骸などの被害も見あたらなかった。 

また、現地指揮所においては、現地で雇用された調理師が現地に宿泊する作業員のため1日3

食を毎回調理して給食していた。漁村という土地柄もあり毎食に魚料理が提供されており、調

理者に魚の入手経路や価格等を尋ねたところ、「毎回、近くの魚市場で魚を仕入れている。魚

の価格や流通量は事故前と何ら変わらず、油汚染による影響は特に感じていない」旨のコメン

トがあった。 

以上を踏まえると、現地においては現時点で明確な漁業被害といえる状況の発生は把握でき

ず、風評被害が発生しているような状況も見受けられなかった。また、PCGは独自に事故発生

後から付近海水の水質調査を継続実施していることを踏まえれば、漁業への影響の有無につい

ては他者によらず、フィリピン側で冷静に分析と評価を行い得る状況にあるものと思料する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現場指揮所裏側にある調理場（仮設）漁港内に係留されている多数の漁船 

↓煮魚料理 
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第５章 国際緊急援助隊（JDR）隊員所感 
 

馬渕 巌（代表） 

JCG 総務部 国際・危機管理官付 課長補佐 

 

今回のJDR専門家チームの派遣は、2006年にギマラス沖での事故に続いて7年ぶり2回目の派遣と

なった。重油約850kℓが海上に流出したと推定された本件は、2006年当時の油流出量約200kℓの4倍

を超える規模となることから、相応の被害が予想されたが、派遣前の時点では報道中心の断片的

な情報ばかりで、現地に入るまでは事故の全体像を把握することが困難であった。われわれは、

マニラのPCG本庁と、イロイロのPCG管区本部で情報収集のうえ、現地指揮所となっているPCGエ

スタンシア分室へ向かい、現地調査を経てようやく全貌が把握できた。こうした点は既に、PCG

において情報共有のあり方に関する課題が浮き彫りになっているが、それは、2006年当時とほぼ

似た状況にあったというべきであるかも知れない。 

われわれは、現地エスタンシアから約140km離れたイロイロ市（PCG管区本部所在地）を滞在拠

点とし、毎日往復6時間、悪路に揺られて現地へ通った。途中、車窓からは屋根が吹き飛び、壁が

崩れている家々や、大きく傾いてしまった電柱の群れ、枝葉や樹皮が剥ぎ取られたような椰子の

木々を見ることができ、広範囲に破壊された町並みが痛々しかった。エスタンシアでは重油流出

現場付近の住民約2,000名が市内の学校施設へ避難し仮設テントでの生活を送っていたが、それで

も人々は明るく、住民たちが共同で路肩を掃除している光景や、子どもたちが元気に外で遊んで

いる光景は印象的だった。 

現場で印象的だったのは、PCGの担当官らと流出油の回収方法について議論したなかで、彼らは、

油吸着マットは高価であるし、いずれは消耗してしまうという危機感から、なんとか代用品がな

いかと模索し、身の回りにふんだんにある稲わらを、油吸着材の代用として活用したいと考え、

われわれの助言を踏まえて創意工夫をしてみせてくれたことだった。NSTが実施したマッチングテ

スト（その素材が油をよく吸着するかの簡易試験）では、稲わらはとても油を吸着するとはいえ

なかったが、われわれは稲わらをバラバラではなく束ねることを勧めた。すると彼らは翌日には

束ねた稲わらをネットでくるみ、抱き枕状のサンプルを製作してきた。早速、海上に投入してテ

ストを行い、いわば「稲わら油回収具」を創り出した。これには感心した。そうした彼らの主体

的で前向きな取り組み姿勢を頼もしく思う。 

現地での活動を終えエスタンシアを離れたチームは、現地での指導助言内容と今後の対応につ

いてPCG長官ら幹部へ報告と提言を行うため、マニラへと向かったが、搭乗した飛行機では、機長

が「乗客のみなさん。この便には、日本から駆けつけてくれたJDRが乗っています。彼らはエスタ

ンシアの油流出事故に対応してくれました。彼らにありがとうと申し上げたい」と機内アナウン

スでわれわれを紹介し、多くの乗客がわれわれの方を振り向き、拍手をしてくれた。これには大

変恐縮してしまった。私は代表として、何か一言いうべきであったかもしれないが、あまりの拍

手の大きさに、とっさに気の利いたことはいえず、ただ頭を下げるばかりであった。 

マニラ空港やイロイロ空港の搭乗待ちのロビーでも、一般乗客から「日本から救援にきてくれ

て本当にありがとう」「コーストガード、ありがとう」「私たちはあなたがたが支援にきてくれて

とても助かっている。ありがとう。神のご加護を」というように、多くの方々から声をかけられ

た。フィリピンの人々のわれわれに対する感謝の言葉は、他の救援チームも含めた長期間にわた
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るレイテ島を中心とする支援全体に対しての気持ちの表れであり、日本への気持ちなのだと思う。

2011年には日本も大震災と津波災害に遭い苦しく辛い時期を過ごした。そのときにフィリピンは

政府として医療チームを派遣したが、当時マニラで見た「Pray for Japan」－人々がわれわれ日本人

のために祈りを捧げてくれていた光景を今でも鮮明に覚えている。自然災害はわれわれに情け容

赦のない試練を与えるが、時に、国境を越えた世界の人々からの友情に心打たれ、元気を取り戻

すこともある。われわれの今回の支援活動が、彼らの自信や勇気につながってくれたら嬉しい。

エスタンシアでの油防除作業が一日も早く完了し、フィリピン全土での台風30号災害からの一日

も早い復興を、心から祈りたい。 

 

今回は、私自身が2012年までJICA長期専門家としてPCGに派遣されており、2012年6月にはエス

タンシアを訪れていたこともあり現地での活動に大きな不安を感じることはなかったが、われわ

れは、現在マニラに赴任中の小山勇治JICA長期専門家と、JICAフィリピン事務所のパウロ所員の2

名に派遣チームに加勢してもらい、総勢7名で現地エスタンシアへ向かったことはとても良い判断

だった。PCG、JICAフィリピン事務所、大使館との連絡調整、そして現地メディアとの対応にお

いて、現地に通じた両者のチームへの同行は、単に心強かっただけでなく有効に機能した。考え

得るあらゆる側面で支援活動を効果的に行うことができ、業務調整として参加したJICA福田氏の

機敏かつ機転の利く調整とも相まって、とても円滑に活動を遂行することができた。 

そしてなによりも、PCG側のサポートが不可欠であった。PCGの幹部とも既に面識があったとは

いえ、奇しくも2006年の油流出事故当時、現地対策本部の指揮官を務めた経験をもつトアソン副

長官（運用担当、少将）の采配や、アイソレーナ長官（中将）、エバネス管区本部長（准将）の的

確な指示によって、派遣チームが必要とする船艇や航空機を活用した広範囲の調査を、実際的か

つ効果的に実施できた。ワークショップの開催についても短期間で諸調整を実施して頂いたこと

に感謝したい。 

 

派遣期間中は、連日30℃以上、最高36℃の気温のなか、大汗をかきながらの活動となり、水分

補給が必須であったが、イロイロ市にて事前にペットボトルを十分用意できたことは幸いだった。

経験上、蚊を媒介とするデング熱に備え、蚊よけローションを用意もしたし、不衛生による水あ

たりや食あたりが心配だったが、幸い誰も体調不良となることなく活動に集中できたこと、期間

の後半はワークショップや英文報告書の準備のため睡眠時間を相当削ることにもなったが、皆最

後まで集中力を切らすことなくしっかり対応してくれたことに感謝している。 

 

最後に、このたびの派遣にあたって、本庁、第三管区海上保安本部、横浜機動防除基地の関係

各位をはじめ、外務省、国土交通省、JICA、在マニラ日本大使館の皆さまから多くのご支援をい

ただいた。無事に任務を遂行し得たのも関係各位のおかげであり、紙面をお借りして深くお礼を

申し上げたい。 
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倉田 主税（油防除活動評価及び助言・指導） 

JCG 警備救難部 環境防災課 国際係長 

 

今回、JDR専門家チームとしてフィリピンへ派遣される2週間前の11月18～22日の間、フィリピ

ン・マニラにて開催された海洋環境保護に関するワークショップに講師として出席していたこと

から、立て続けのフィリピン出張となった。 

これまで、JCGから海上流出油の防除に関する専門家チームを派遣する場合、油防除を所管する

わが環境防災課の職員が主体となって派遣されたところ、今回は2012年までJICA長期専門家とし

てPCGへ3年間駐在していた国際・危機管理官付馬渕課長補佐が当庁の代表として派遣されること

になった。現地では馬渕補佐がPCG幹部や一般職員と顔を合わすたびに、彼らに「マビー！ お帰

り！（Mabby ! Welcom home !）」と満面の笑みで歓迎され、トントンと、スピーディに、効率的に

連絡・調整が進められ、私の想定を遥かに超えた速さで完了していた。また、JICA調整員として

派遣された福田さんが見せる軽快で素早いフットワークと、われわれJCG職員がフリーズしたとき

にさり気なく誘い水を注ぐがごとく絶妙な調整によって、防除対応の評価に専念することができ

た。 

2012年度からJICAの「海上保安実務者向け救難・環境防災コース」（毎年1回・2カ月間）の担当

者として、フィリピンをはじめとするアジア諸国のPCGや海事局から派遣された研修員と接してい

ることから、各国の油防除体制などに予備知識があるため、今回の業務にもすんなりと入り込め

た。 

今回の業務で印象深かったことは、PCG職員は油防除に関する知見や技術を有しており、現場で

は、熱帯海洋性特有の湿気と気温が高いハードな環境の下、おおむね適切といえる内容の防除作

業がたんたんと進められていた。しかしながら、行政組織としての業務管理が確立されていない

ため、本庁（マニラ）において、現場における油防除の対応を正確に把握することなく現場任せ

としているため、憶測や誤情報の多いメディア報道と政治的な動きに翻弄される構図が垣間見ら

れたことである。 

今後の「救難・環境防災コース」のカリキュラムとして、業務管理に関する講義の追加も考え

られるが、行政組織としての業務管理は、個人の技量ではなく、極めて本質的な組織にかかわる

課題であり、その国の政情に影響を受け、国家体制や商取引などの社会としての成熟度に比例す

るものであることから、問題解決は容易ではなく、まだまだ時間を要するであろう。 

現地では、宿泊地（イロイロ市）からエスタンシアまで、片道約3時間の車の移動で、車窓から

「のどかな農村の営み」を楽しむことができた。水田であくせくと働く農民、畑を鍬で耕すウシ、

野山で無邪気に遊ぶ大勢の子どもたち、家族5人を乗せてバイクを走らせるお父さん、夜ごとに公

民館へ集まってバスケットボール、ダンス、出店などを楽しむ大勢の家族連れなど・・・日本で

はもうほとんど見かけることのなくなった幸せな農村の暮らしがそこにあった。経済的な繁栄と

引き換えに農村崩壊を招いてしまった感のある日本に暮らしながら、いまだ発展途上の最中にあ

るフィリピンを、なぜかとても羨ましく思えたドライブだった。 
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田中 壱治（油防除活動評価及び助言・指導） 

JCG 第三管区海上保安本部 横浜機動防除基地 主任防除措置官／第四機動防除隊長 

 

はじめに、今回のフィリピンパナイ島エスタンシアにおける台風30号により発生した重油流出

事故に対する国際緊急援助活動にあたり、多大なるご支援、ご協力及び激励と暖かいねぎらいの

お言葉を賜りました、外務省、在フィリピン日本大使館、JICA本部、フィリピンJICA事務所、国

土交通省、JCG（本庁）、第三管区海上保安本部、横浜機動防除基地及びPCG派遣JICA長期専門家

の小山 勇治さん（JCG）のほか、多くの関係者の皆さまに心から感謝申し上げます。 

 

１．出発前 

フィリピンへのJDR派遣決定（内定）の連絡を受けた12月2日（月）の午前から成田出発の同4

日（水）の夕刻までの間、関係情報の収集・分析、JCG（本庁）との連絡調整、携行する資器材・

個人装備品・参考資料等のリストアップ・調達・準備及び現地における具体的活動内容（油防除

作業の評価、指導及び助言等）の検討・打合せなどに追われたことから、私と加治屋隊員は、2人

とも出発前から「寝食を忘れ不眠不休」に近い状態でフィリピンに向け出発することとなってし

まった。 

台風災害により甚大な被害が発生している被災地でもある油流出事故現場に、これから隊員を

出動させるという状況において、出動前に休息できる時間を確保し、出動隊員を心身ともに万全

な状態で出動させることができなかったことは、JDR派遣に出動したNSTの隊長として反省しなけ

ればならない。 

今後のNSTのJDR派遣出動に備え、JDR派遣出動時用の携行資器材・装備品リストを油やHNS等

の事案種別ごとに作成するとともに、JDR派遣出発準備の際の要実施事項や要検討事項のチェック

リストなども作成し、隊内で共有しておく必要があると痛感した。 

また、派遣決定後、JDR救助チーム用の個人装備品セット（大型ザックに革手袋、キャップライ

ト、ファーストエイドキット、ウエストポーチ及び携行非常食等々の個人装備品類がパッキング

されているもの）を準備していただきたい旨、JICAにお願いしたところ、依頼の趣旨をご理解の

うえ、快諾をいただき、出発に間に合うように成田空港で支給していただいた。 

これは、これまでの流出油事故対応のJDR派遣の場合とは異なり、今回の流出油事故現場は大規

模な自然災害により深刻な被害を受けた被災地であり、出発前の時点で現地の状況に係る確実な

事前情報が入手できていなかったこともあり、現地入り後にいかようにも対応ができるようにと

考慮したうえで、派遣NSTから依頼したものである。実際、現場での活動において大いに役立つこ

ととなり、当隊からの急な依頼に対して迅速に準備・支給を行って頂いたJICA等関係者の皆さま

に感謝申し上げます。 

 

２．派遣中 

フィリピン到着後においては、われわれ日本のJDRに対するPCG幹部及び事故現場で油防除活動

中のPCG職員の期待は大変大きく、PCG本庁、PCG西部ビサヤ管区本部及びPCGエスタンシア事故

現場指揮所等行く先々で、われわれに対して油防除活動に係るさまざまな指導・助言及び評価等

の依頼が間断なくあったことから、可能な限りその期待に応えなければならないという使命感が

沸々と沸いてきた。 
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しかし、その依頼すべてにさみだれに応えていては、効果的、効率的かつ適確な指導・助言等

を行うことは困難であるため、それぞれの場面や状況に応じて冷静に判断し、PCGの依頼事項に優

先順位づけを行う意識を強くもって、限りある現場活動時間、派遣NSTの人数及び装備資器材の種

類と数量等を考慮していかに効果的、効率的かつ適確な指導・助言等を行うかということを常に

念頭に置いて活動にあたった結果、JDR派遣NSTとして、今回の派遣目的を十分に達成できたと感

じている。 

今回の事故現場は、気候、風土及び環境が日常とは異なる海外の地であり、また、未曾有の災

害による被災地でもあるため、「健康管理」及び「安全管理」を常に第一優先とし、「休めるとき

には少しでも休む」「食べられるときに食べる」「水分は摂れるときに摂っておく」「寝られるとき

には少しでも寝る」「食料及び飲料などは調達・購入できるときに調達・購入しておく」「安全第

一」等の基本的な事柄を特に心がけたことから、派遣期間中を通じて常にベストな体調で、集中

力を切らすことなく、元気に安全にJDRの任務を遂行することができた。 

また、フィリピン国内を移動中のフィリピンエアラインの機内、空港、食料や水分を調達する

ために入店した商店及び宿泊先のホテルなどで、多くのフィリピンの方々からわれわれの国際緊

急援助活動に対する感謝の言葉や拍手を頂くとともに、現地の新聞社、出版社及び放送局など多

くのマスメディアにわれわれの活動を報道して頂いたことは、大変ありがたく身の引き締まる思

いであった。 

海上防災のスペシャリストチームであるNSTで培った知識、技術及び経験が、自然の猛威に傷つ

き辛く悲しい想いを抱えつつも、たくましく頑張っているフィリピンの人々の希望や元気を取り

戻すきっかけにつながっていくことを願う。 

 

３．帰国後 

フィリピンJDR派遣からの帰国後、表敬、ご報告及びごあいさつ等にお伺いした先々で身に余る

お言葉を頂戴し、恐縮至極であります。 

派遣中のわれわれの活動を、日本国内においても広く周知・連絡・広報していただくとともに、

数々の後方調整、後方支援等にご尽力頂いていたことを帰国後にあらためて実感し、国内におい

て皆さまから多くのご支援、ご協力を頂けたからこそ、人員資器材異状なく無事に国際緊急援助

の任務を遂行し得たということを再認識しているところです。 

関係各位に深く御礼申し上げます。 

 

４．「がんばろう‼ フィリピン」 

最後になりましたが、フィピン中部を襲った台風30号（現地名：Yolanda）の災害により亡くな

られた方々に謹んでお悔やみ申し上げますととともに、家や家財を失い、ご家族を亡くされた方々、

その他被災された多くのフィリピンの方々に心よりお見舞い申し上げます。また、現在も多くの

方々が行方不明となっていますが、一日でも早く発見されますことを心よりお祈りいたします。 

「がんばろう‼ フィリピン」、流出油事故現場であるエスタンシアにおける油防除作業が一日も

早く完了し、美しく自然豊かでのどかなエスタンシアの町や海に戻ることを願ってやまない。 
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加治屋 文隆（油防除活動評価及び助言・指導） 

JCG 第三管区海上保安本部 横浜機動防除基地 防除措置官／第四機動防除隊 

 

はじめに今回の任務が無事に完了しましたこと、関係各位の甚大なご支援、ご協力あってのこ

とと心より感謝いたします。 

2013年11月8日フィリピンレイテ島を中心とする島々を直撃した台風30号の猛烈な強風と高波

は、パナイ島エスタンシアにおいてPB103を破壊して圧流し、搭載していた発電用燃料油1,400kℓ

のうち、約850kℓが海上に流出する大規模油流出事故となった。 

事故発生から約1カ月後の12月2日、PCGからの要請に基づき、JCGから4名（うちNST2名）の派

遣が決定し、JDR専門家チーム（油防除）として同4名に加え、JICAより業務調整員1名の5名が構

成された。 

PCGからの要請事項は「流出油の状況及び防除作業内容の評価、監督活動に係るPCGへの支援」

であり、これに関する具体的支援を派遣チーム内で協議した結果、その内容として「流出油状況

の調査」「これまでの対応とその評価」「油防除資器材の適正使用とその選択」「今後の対応に資す

るワークショップ開催」を主とし、これらの早期対応に向け日本出国前から情報収集や調整を進

めていた。 

事前の調整等が功を奏し、PCG側では上空調査のための航空機や洋上調査のための監視艇の手配

が進められており、また、マニラ本庁やイロイロ管区本部での協議、打合せにおいては現状説明

や今後の方針、搭載油の性状が示されるなど日本では分からなかった情報の多くが提示された。 

一方で日本、マニラ、イロイロ、エスタンシアと現場に近づくに連れて、共有されていない情

報や誤った情報等が多く散見され、PCG組織のマネジメントの現状を感じたのは事実である。 

現地での活動においては、早期に上空調査を実現できたので現場及び周辺海域並びに沿岸部の

汚染状況を現地入り前に把握することができた。 

上空からは幾重にもオイルフェンスが展張されているように見受けられたが、同フェンスから

漏れ出て拡散する海上浮流油の現状は、要修正箇所や対応の優先順位づけに大きく役立つもので

あった。 

現地エスタンシアで活動するPCG職員との協議、打合せの結果、流出油の拡散防止や回収作業等

油防除に関する大枠の方針について誤りはないと評価し、更に原因者に対する油抜き取りの指導

や監督業務に関するフィリピンの考え方についてわれわれとしても共感することができ、日本に

おけるわれわれの防除方針等は世界的スタンダードな考え方であると再認識するに至った。 

派遣チームとしてPCGの方針を支持しつつ、オイルフェンスの展張方法や接続方法並びに端末部

分の適正処理、回収作業による二次汚染の拡大防止、有効な回収資器材の確認と選択等について

個別具体的にアドバイスし、これら事項はPCG職員が中心となって早期の修正がなされ、拡散防止

措置はおおむね良好な状態を保つことができた。また、資器材のマッチングテストや基本的、応

用的な使用方法の説明に彼らは強い関心をもち、特にマッチングテストの際、現場に大量保有す

る安価な「稲わら」を回収資器材として活用したいという申し出には驚きつつも、この稲わらの

効果を確認し、いかに効率的に活用するかを考えて助言や提案をしたことは私自身初めての体験

であった。 

エスタンシアでは宿泊場所から現場まで往復6時間を要したが、理解不能な交通ルール、異音の

する車両とそのスピード、横切ろうとする野良「ウシ」との接近に興奮した。 
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移動時間もあり、4日間の現場作業はかなりタイトなスケジュールであったが、派遣チーム内の

十分な打合せと情報共有は良好な関係を維持し、限られた時間のなかでそれぞれが「持ち場の業

務」を全うできたと感じている。 

マニラ移動後のPCG幹部報告や関係者へのワークショップにおいては、われわれが確認した正確

な現状と現地での対応、これに対する提言や事故対応の基本方針について説明し、情報共有の重

要性やマネジメントサイクルの考え方などを熱心に聞き入っていた。 

現場のPCG職員やその他対応者は事態の収束に向けた懸命な現場活動を行っているが、十分では

ない資器材やWHO等他組織からの指摘に困惑している現状があり、これらの情報が正確に、かつ、

早期に評価されることによって、PCG管区本部や本庁からの十分な現場支援がなされることを強く

望む。 

終わりに、本派遣におけるNSTとしての役割について所期の目的は達成できたと自負するところ

ですが、海外経験豊富な派遣チームの方々から甚大なサポートを頂きつつ、業務遂行はもとより

滞在期間中の生活面においても細やかなご支援賜りましたこと、重ねて御礼申し上げ所感といた

します。 

 

 

福田 秀正（業務調整） 

JICA 企画部 業務監理・調整課 調査役 

 

今次の油流出事故に対するフィリピン側関係者の対応や個々人の技術力に関する評価は他の団

員の所感及び本文に譲り、JICA職員として今次の派遣に携わったなかで得た所感をJICA、PCG双

方の組織に関する点を中心に述べたい。 

まず、今回のJDR派遣が要請に対して相応の成果をもって終了できたことの背景を考える。 

JICAはフィリピンにおいて、日本のJCG等の協力によりPCGを実施機関として、「海上保安人材

育成プロジェクト（2002～2007年）」「海上保安教育・人材育成管理システム開発プロジェクト（2008

～2013年）」「海上法執行実務能力強化プロジェクト（2013年～現在）」等の技術協力プロジェクト

を実施してきた実績がある。今次のJDRにおけるPCGの受入れ体制及び調査団の要望に対する反応

（航空調査や海上調査の実施等）は迅速かつ円滑であり、過去のプロジェクト等を通じ、PCGに対

し着実に技術移転がなされるとともに、積極的に日本・フィリピン間の人的交流が図られてきた

ことがうかがえた。 

また、JCGに対する信頼は絶大で、マニラのPCG本庁、イロイロのPCG西部ビサヤ管区本部、エ

スタンシアの現場のいずれにおいても、JDRの各団員の指示や提言に真摯に耳を傾け、真剣なまな

ざしでメモを取ったり質問をしたりするPCG職員の姿が印象的であった。なお、PCGの職員個人の

能力については、現場で毎日行っていた日々の活動終了時のラップアップミーティングにおいて

JDRの団員より指摘があった事項が、翌日に目に見える形で改善が図られている（オイルブームの

展張の修正、稲わらの海面への投入方法の工夫、桟橋の二次汚染の防止策の検討等）等、その理

解力と実践力は評価に値するものであったと考える。 

 

次に、上述のようにPCGに一定の対応能力がありながら、他方で事故発生後1カ月が経ってもな

お事態が収拾せず、今次のJDR派遣に至った背景について考察する。 
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PCGの組織としての機動力及び職員個々人の技術力が現場の適切な油防除活動に必ずしも結び

つかなかった要因は、組織、個人ともにあらゆる情報に対する感度が緊急時の対応としてふさわ

しくなかったからであると考える。現場での事故対応が急を要したという事情はあるものの、JDR

の派遣が実現するまで、事故現場上空での航空機を用いた上空調査や事故現場周辺海域の船底に

よる海上調査は実施されていなかった。事故当初より周辺海域への油の流出を認めていながら、

その対策をあと回しにした背景には、浮流油の量や範囲の変化に関する情報を収集し、組織内で

対策を協議する必要性を関係者が共有できていなかったためであり、その結果、油の流出を迅速

に防止することができなかった。 

また、事故直後、州政府保健局による環境調査によって人体に悪影響を及ぼすとされる化学物

質が検知され、周辺住民が避難を余儀なくされたにもかかわらず、現場で事故対応にあたる作業

員には特段の安全対策が図られなかった点（PCG所有の検査資器材が効果的に活用されなかった点

含む）も、情報に対して注意が及んでいなかったためであると考えられる。 

加えて、情報発信力についても改善の余地があり、特に避難している住民に対し避難解除のメ

ルクマークを提示できなかった点、及び事故現場・イロイロの対策本部・マニラ本庁と組織が大

きくなるにつれて有する情報量と情報の質に偏りがみられた点は、その意識を変革することが求

められる。情報の感度を磨くためには経験がものをいう側面も多いにあると考えられるが、今次

の派遣におけるJDRの団員からの提言を参考に、必要な情報を網羅的に収集・分析したうえで、組

織内で迅速に共有するとともに対外関係者に積極的に発信する体制がPCG内に整備されることを

期待したい。 

 

最後に、連日炎天下の過酷な環境下、現場、中央官庁それぞれがなすべきことを的確な助言と

実際の行動で示し続けた馬渕団長、倉田氏、田中氏、加治屋氏の各隊員の熱意と汗に敬意を表し、

台風被害発生後絶え間なく緊急対応が求められるなか、現地での調整に尽力頂いた海上法執行実

務能力強化プロジェクトの小山専門家、在フィリピン日本大使館、及びJICAフィリピン事務所の

関係者の支えに深謝するとともに、今も困難な生活環境にある被災地の一日も早い復興を祈念し、

10日間にわたる今次のJDR活動の所感の結びとしたい。 
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